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Ⅰ　評価報告（要約）

１　マネジメント評価

・評価結果の推移 【評価基準】「Ａ」・・・良好　「Ｂ」・・・概ね良好　「Ｃ」・・・改善を要する　「Ｄ」・・・大いに改善を要する

前年度
の評価

当年度
の評価

前年度
の評価

当年度
の評価

Ａ A Ａ A

Ａ A Ａ A

Ａ A Ａ A

Ａ A Ａ A

Ａ A Ａ A

・公社等によるコメント（原因分析、補足説明、理由説明、問題点）

　　　　

２　財務評価

・評価結果の推移 【評価基準】「Ａ」・・・良好　「Ｂ」・・・概ね良好　「Ｃ」・・・改善を要する　「Ｄ」・・・大いに改善を要する

前年度
の評価

当年度
の評価

Ａ Ａ
＋＋ ＋＋

・公社等によるコメント（原因分析、補足説明、理由説明、問題点）

３　今後対処すべき課題

公社等自己評価 所管課評価

（１）経営理念・基本目標・中長期経営計画、提言への対応

　増収や業務改善による債務の削減が大きな課題であ
り、そのための方策を経営検討委員会において検討す
る。収支の改善のため県の支援は不可欠であり、引き続
き無利子貸付金による支援を求めていく。また、有料道路
社会実験の結果をもとにみちのく有料道路の今後のあり
方を検討するとともに、平成１８年４月の青森中央大橋有
料道路の無料開放に向けて具体的に取り組んでいく。

　料金収入の確保及び経費節減等により、長期借入金
の削減を着実に進める必要がある。ただし、一部路線を
除き料金収入が前年を下回る状況が続く中、これまで実
施してきた改善内容のみでは、長期借入金の削減には
限界があることから、更なる経営改善策を早急に検討し
ていく必要がある。また、平成１８年４月に無料開放を迎
える青森中央大橋有料道路については、多額の未償還
金が残ると見込まれることから、早急に財政支援策を決
定する必要がある。

（１）フローチャートによる評価

（２）財務分析比率による傾向

　引き続き、単年度収支における利益を確保し繰越欠損金の早期解消を図るとともに、債務の削減に努めていく。

公社等コメント 所管課コメント

項　　　　目　　　
公社等自己評価

法人名：　青森県道路公社

マネジメント評価総合

（２）事業内容等

（３）組織体制等

（４）事業遂行の効率性・有効性

　道路料金収入は減少しているものの、土地開発公社及び住宅供給公社との管理部門統合による人件費の削減及
び市中金融機関等からの長期借入金を一部繰上償還するなどして支払利息の節減に努め、８期連続して単年度収
支で利益計上していること並びに料金徴収業務委託に伴う入札制度の改善に取り組んだ結果、落札率が大幅に低
下するなどの効果が現れており、今後も継続的に取り組んでいくものである。また、公社内に組織した経営検討委員
会において業務改善や増収対策に取り組んでいく。

項　　　　目　　　
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４　公社等経営評価委員会のコメント

　本法人と所管課からのマネジメント評価「Ａ」及び財務評価「Ａ」は、少し甘い
と当委員会は判断する。

　その理由として、当委員会はマネジメント評価に対しては以下のことを指摘する
ことができる。
　１．一部路線を除き料金収入が前年を下回っている状況が続いているので、こ
　　れまでの本法人の経営実績数値や社会経済動向や顧客ニーズの調査・分析に
　　基づいた経営戦略・戦術を構築し、実践することに一層前向きに取り組む必
　　要があること。
　２．本法人は県と連携を取りながら事業遂行していくことが必要であるとはい
　　え、今後は、自主独立経営の推進と管理費（人件費）の節減が不可欠である
　　ことから、県派遣職員を可能な限り削減すること。

　財務評価については、以下のことを指摘することができる。

　１．経営者の指揮の下に法人組織内部に属する職員等が担当業務以外を相互に
　　監査し合い、これをもって法人内部の不正や不規則を自ら発見し、また、未
　　然に防ぐという役割を担う「内部監査」の制度確立と実施・強化に早急に対
　　応していくことを当委員会は求めるものである。
  ２．当面の問題である平成１８年度当初に無料開放予定の青森中央大橋有料道
　　路について推察される借入金の未償還額約５７億円の処理方法が本法人から
　　示されていない。当委員会としては、本法人が所管課や関係機関等と協議し
　　て最良の方法を見い出し、それを県民に開示・説明した上で、速やかに方向
　　性を示すべきだったと考えている。なぜなら、本法人は自主独立経営を基本
　　とする公社であり、かつ、この未償還額は、交通量の計画と実績の乖離が開
　　業当初から生じたことにより予測されていたことであるからである。
　　　従って、今からでも本法人が中心となって未償還額の処理方法について速
　　やかに、かつ、真摯に所管課や関係機関等と協議し、その方向性を示すこと
　　を当委員会は求めるものである。
　　　また、今後、他の有料道路であるみちのく有料道路、青森空港有料道路、
　　第二みちのく有料道路についても、とりわけ、計画と実績の乖離が生じてい
　　るものについて、処理の方向性を事前に考えていくことが必要である。
　　　具体的には、本法人は前年度（平成１５年度）黒字を計上し、約８億円の
　　長期借入金を前年度に返済したものの、現在約２６１億円の長期借入金があ
　　るので、今後、各道路毎に、青森中央大橋有料道路の未償還額約５７億円を
　　差し引いた約２０４億円を所定の料金徴収期間終了までにどのような方法で
　　返済するのかについて、所管課や関係機関等と真摯に協議して実効的なタイ
　　ムスケジュールを示すよう当委員会は求めるものである。
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Ⅱ　法人の概要
６月１日　現在

　組織構成

　理事・役員数 常勤 2 名 （県派遣） 名 （県ＯＢ） 1 名 非常勤 1 名 合計 3 名

　監事・監査役数 常勤 1 名 （県派遣） 名 （県ＯＢ） 名 非常勤 1 名 合計 2 名

　職　　員　　数 常勤 13 名 （県派遣） 5 名 （県ＯＢ） 名 非常勤 9 名 合計 22 名

※臨時職員は非常勤に含む。

　基本財産・資本金等

千円 千円 ％

千円 千円 ％

千円 千円 ％

　主な出資者等の構成（出資等比率順位順）

1 6

2 7

　　　　3 8

4 9

5 10

　会 員 数（社団法人対象） 　寄付金に関する減免措置

区　　分 正会員 賛助会員 合計

法　　人 0 有 （　　年　　月より） 無

個　　人 0 有 （　　年　　月　　日～年　　月　　日） 無

　組　織　図　（簡略に記入するか別紙で添付してください。）

　法人の名称 青森県道路公社 代表者職氏名

　設立年月日 昭和５０年４月１日

　　　　県の出資等比率

10,098,000

理事長　德海　晋一

（電話番号）

〒０３０－０８０１　青森市新町二丁目４番１号　青森県共同ビル８階

０１７－７２３－１６２５

県土整備部　道路課

　事務所の所在地

　

氏　　名　・　名　　称 金額（千円） 出資等比率（％）

青森県 10,098,000 100.0

　

氏　　名　・　名　　称 金額（千円） 出資等比率（％）

　

　

100.0

所  管  課

基　　　　　　　　金

基本財産・資本金 10,098,000

　　　　　うち県の出資等額

合　　　　　　　　計 10,098,000 10,098,000 100.0

　

　 　

　

　別紙のとおり

その他の会員

特定公益法人の有無

指定寄付金の有無
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課長
須藤　洋一　※ (４名)

課長
三國谷　浩 (２名)

課長
山口　賢治　 (２名)

(常) (常) (非)

(注) (常)常勤
(非)非常勤
※ 県派遣職員

組　 織 　図

庶　務　課

理
　
 
事
　
 
長

専
 
務
 
理
 
事

理
　
 
　
　
　
事

総　務　部

 部長　井上　孝志　※
経　理　課

道　路　部 道路工務課

監
　
　
　
 
　
事

 部長　米内山　満　※

德

海

晋

一

大

谷

治

三

藤

本

正

雄

 常勤役員・職員(臨時職員等を除く) １６名 

小

山

内

貫

根

細

越

善

次

郎
(常)(非)
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　設　　立　　目　　的　

　設　立　の　背　景

　事　　業　　内　　容

青森中央大橋有料道路　　路面清掃等を含む道路維持保全工事、区画線設置等交通安全施設修繕工事

青森空港有料道路　　　　　路面清掃等を含む道路維持保全工事、区画線設置等交通安全施設修繕工事

２．主な工事及び委託事業

　 ① 工　事

ウ．特に青森県においては東北縦貫自動車道弘前線の建設が昭和４９年度から着工され、さらに、むつ小川原開発の進展に伴って今後交通の円滑
化、地域開発を、より一層促進するためにその根源となる道路を短期間に整備しようとしているが、そのためには巨額の建設資金を一時に必要とする
ので、地方道路公社法に基づき、そのメリットである民間資金を導入活用し、今後有料道路を積極的に建設するものである。

　青森県の区域及びその周辺の地域において、その通行又は利用について料金を徴収することができる道路の新設、改築、維持、修繕、その他の管
理を総合的かつ効果的に行うこと等により、地方的な幹線道路の整備を促進して交通の円滑化を図り、もって住民の福祉の増進と産業経済の発展に
寄与するものである。

ア.　本県における当面の事業計画は、地方的な幹線道路のうち国道４号の自動車交通の緩和を図り、津軽及び青森生活圏と南部生活圏を最短距離
で結び、将来、東北縦貫自動車道弘前線と八戸線を結ぶ県内の環状的道路として、また、むつ小川原開発、八戸新産都市、津軽地域における大規模
農業開発等による効果の全県波及を図るため、みちのく有料道路（県道天間舘馬屋尻線）を建設するものである。

イ.　今後の道路網計画を策定、将来本県における地方的幹線道路の建設と管理を道路公社に総合的かつ効率的に行わせることにより近代的な道路
整備の促進を図り、もって住民福祉の増進に寄与するものである。

ア．道路の整備は、県民がより豊かな生活を築き、繁栄を続けていくための基盤となるものである。

イ．本県においては県政の重点施策として鋭意その整備を図ってきたところであるが、最近における自動車交通量の激増に対して道路の整備は、なお
著しい立ち遅れを示しており、日増しに深刻の度を加えている交通混雑と将来の道路輸送需要の増大に対処するためには、従来の公共事業による道
路整備のみでは、その資金及び伸び率にも当然一定の制約があり、交通需要に応じ難い現状である。

　　　　料金徴収業務、除排雪作業業務、道路維持管理業務、みちのく有料道路遠方監視制御業務及び料金設備等保守点検業務

修繕工事

　 ② 委　託

１．管理運営事業

みちのく有料道路　　　　　　路面清掃等を含む道路維持保全工事、区画線設置等交通安全施設修繕工事、舗装道維持修繕工事、橋梁維持修

第二みちのく有料道路　　　路面清掃等を含む道路維持保全工事、区画線設置等交通安全施設修繕工事、非常駐車帯増築工事、舗装道維持

繕工事、トンネル照明設備更新工事、受配電設備改修工事

　　みちのく有料道路、青森中央大橋有料道路、青森空港有料道路、及び第二みちのく有料道路の管理運営を行う。
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Ⅲ　マネジメント

１　経営理念、中・長期経営計画

（１）経営者の経営理念・基本目標等

（２）前年度における経営者の経営目標の達成度の自己評価

以上のことから、平成１５年度の経営目標は概ね達成されているものと判断している。

（３）当年度における経営者の経営目標

（４）中・長期経営計画の状況

１．単年度収支における利益の確保・繰越欠損金の早期解消
２．借入金の着実な削減
３．有料道路通行の安全を確保する計画的な施設の維持・修繕
４．コスト削減を意識した業務の改善
５．公社職員としての自覚の醸成と責任のある行動
６．県との密接な連携・協議
７．経営検討委員会を組織し業務改善・増収対策に取り組む

　４．有料道路管理運営事業を通じた産業経済の発展・地域振興

　道路料金収入は減少したものの、土地開発公社・住宅供給公社との管理部門統合による人件費の削減や市中金融機関等からの長期借入金を
一部繰上償還するなどして支払利息の節減等に取り組み、平成１５年度決算においては、単年度黒字としては過去最高の約７億６千５百万円を
計上した。

　また、有料道路トンネルの照明設備更新工事や防災設備更新工事、雪崩予防杭設置工事などを実施して安全で適切な道路施設の維持管理に
取り組んでいる。さらには、昨年度から料金徴収業務委託に伴う入札制度の改善に取り組んだ結果、落札率が大幅に低下しており、今後も継続
的に進めていく。

　当公社は８期連続して単年度収支で利益を計上するとともに、最近９年間で約５７億円の債務を減少させ経営努力を行ってきたが、道路料金収
入は計画を下回り、有料道路建設時の負担が大きいため、多額の債務を有している状況にある。

　また、平成１４年９月には、現役員が就任前に行われていた元職員の不祥事が発覚したところである。

　これらを踏まえ、下記の項目を経営理念・目標に掲げ、公社運営に取り組んでいく。

　　当年度策定　　　　　　　　　
　　（　１５ 年度　　～　２１ 年度　）　　　計画の策定状況

　　前年度までに策定済　　　

　１．単年度収支の利益計上及び債務の削減を継続する強固な経営基盤の確立

　２．管理する４有料道路の安全かつ快適な通行の実現

　３．公社改善への取り組みと職員の責任ある業務遂行
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２　事業内容等

（１）当年度予定している主な事業

事業区分
公益・収益
区　　　分

金額（千円）
全体事業費
に占める割
合（％）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

％ ％

第二みちのく有料道路維持・管理運営
事業

事　　　業　　　名

みちのく有料道路維持・管理運営事業

青森中央大橋有料道路維持・管理運営
事業

青森空港有料道路維持・管理運営事業

自主事業

自主事業

自主事業

自主事業

直営・委託
区　　　分

事　　業　　内　　容

公益事業 直営 711,374 70.5

・路面清掃等を含む道路維持保全工事等
・料金徴収業務
・除排雪作業業務
・遠方監視制御業務

74,845 7.4
・路面清掃等を含む道路維持保全工事等
・料金徴収業務
・除排雪作業業務

公益事業 直営 55,080 5.5
・路面清掃等を含む道路維持保全工事等
・料金徴収業務
・除排雪作業業務

公益事業 直営

167,988 16.6
・路面清掃等を含む道路維持保全工事等
・料金徴収業務
・除排雪作業業務

公益事業 直営

① 公益事業支出 1,009,287 ④ 直営事業支出 1,009,287

② 収益事業支出 ⑤ 委託事業支出

③ 当期支出(①＋②) 1,009,287 ⑥ 当期支出(④＋⑤) 1,009,287

①　／　③ 100.0 ④　／　⑥ 100.0
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前前々年度 前々年度 前年度

前前々年度 前々年度 前年度

　　　

前前々年度 前々年度 前年度

前前々年度 前々年度 前年度

前前々年度 前々年度 前年度

前前々年度 前々年度 前年度

過去の実績
（単位）

　設定理由等

　　事　業　名

第二みちのく有料道路維持・管理運営事業

　目　標　値

料金徴収業務については、日本道路公団との合併徴収に伴う審査要員
の設置により増員となり、維持管理業務については、高速道路接続に伴
う非常駐車帯設置工事が必要となっている。

　　事　業　名 　目　標　値

　設定理由等

過去の実績
（単位）

　　事　業　名

過去の実績
（単位）

　目　標　値

　設定理由等

７１１，３７４（千円）
経費の抑制に努めるものの、通行の安全を確保するための工
事等を実施する。

みちのく有料道路維持・管理運営事業

(千円)
604,290

(千円)
661,571

(千円)
551,010

料金徴収業務については、入札制度の改革により契約額が低下し、維
持管理業務については、経年劣化による修繕工事が必要となっている。

料金徴収業務については、入札制度の改革により契約額が低下し、維
持管理業務については、経年劣化による修繕工事が必要となっている。

　　事　業　名 　目　標　値

(千円)
112,164

　　事　業　名 　目　標　値

　設定理由等

　設定理由等

料金徴収業務については、入札制度の改革により契約額が低下し、維
持管理業務については、経年劣化による修繕工事が必要となっている。

過去の実績
（単位） (千円)

70,900
(千円)
72,971

(千円)
47,294

過去の実績
（単位）

　　事　業　名 　目　標　値

青森中央大橋有料道路維持・管理運営事業

青森空港有料道路維持・管理運営事業

７４，８４５（千円）
経費の抑制に努めるものの、通行の安全を確保するための工
事等を実施する。

５５，０８０（千円）
経費の抑制に努めるものの、通行の安全を確保するための工
事等を実施する。

　設定理由等

(千円)
117,509

(千円)
64,186

過去の実績
（単位）

（２）当年度予定している主な事業に係る目標（指標）内容

１６７，９８８（千円）
経費の抑制に努めるものの、通行の安全を確保するための工
事等を実施する。

(千円)
132,541

(千円)
100,668

(千円)
80,023
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（３）主な受託事業の再委託状況 （単位：千円）

①／② ③／④

0 0

0 0

（４）直営事業の比率 （単位：千円）

※　直営事業とは、公社等が自ら実施している事業です。

（５）公益事業と収益事業の比率 （単位：千円）

（６）実施事業の広報活動等

（７）類似事業を行う業種又は事業者名

※　その事業者が、県が出資等を行っている法人であるか否かに関わらず、記入してください。

952,719

項　　　　　　　目

再委託の内容・理由
①前々年度再委託金額受託事業名

（再委託先）

③前年度再委託金額

②前々年度受託事業費 ④前年度受託事業費

該当ありません。

合　　　　　計

前年度

　　①直営事業支出額 742,513

　　②委託事業支出額 0

前前々年度

0 0

前々年度

919,895

　　③当期支出額（①＋②） 742,513

　　　　①　／　③ 100.0%100.0%100.0%

952,719919,895

項　　　　　　　目 前前々年度 前々年度 前年度

　　①公益事業支出額 919,895 952,719 742,513

　　②収益事業支出額 0 0 0

　　③当期支出額（①＋②） 919,895 952,719 742,513

　　　　①　／　③ 100.0% 100.0% 100.0%

広報した事業等 実施時期 実施媒体 広報内容（概要）

ホームページの開設 平成１２年１２月～ インターネット 各有料道路の位置・料金・回数券販売所等の情報提供

財務に関する情報の公表 平成１４年６月～ インターネット 経営状況を明らかにするため財務諸表を公表

業種又は事業者名 類　似　し　て　い　る　事　業　内　容

該当ありません。
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３　組織体制等

（１）役職員数（６．１現在） （単位：人） （２）職員の年代別構成（６．１現在） （単位：人）

項　　目 前々年度 前年度 ５０代以上 ４０代 ３０代 ２０代 １０代 合　計

県派遣職員 0 0 ﾌﾟﾛﾊﾟｰ職員 3 3 2 0 0 8

県職員OＢ 0 0 県派遣職員 2 1 1 1 0 5

民間からの役員 3 3 県職員OＢ 0 0 0 0 0 0

ﾌﾟﾛﾊﾟｰ職員 0 0 非常勤職員 0 0 0 0 0 0

小　　計　　① 3 3 臨時職員 4 0 1 4 0 9

県派遣職員 5 5 計 9 4 4 5 0 22

県職員OＢ 0 0

ﾌﾟﾛﾊﾟｰ職員 12 10

小　　計　　③ 17 15

県・市町村関係 1 1 （３）職員の勤続年数別構成（６．１現在） （単位：人）

民間からの役員 1 1 ３０年以上 ２０年以上 １０年以上 ５年以上 ５年未満 合　計

小　　計　　② 2 2 ﾌﾟﾛﾊﾟｰ職員 0 3 2 0 3 8

県職員OＢ 6 0 県派遣職員 0 0 0 0 5 5

その他の職員 1 1 県職員OＢ 0 0 0 0 0 0

小　　計　　④ 7 1 非常勤職員 0 0 0 0 0 0

　　　臨時職員　⑤ 4 7 臨時職員 0 0 0 0 9 9

計（①～⑤） 33 28 計 0 3 2 0 17 22

（４）役職員の見直し内容

（５）常勤職員の給与体系　

（いずれかに○をして下さい。） 　給与体系の見直し予定

　給与体系の見直し予定がある場合、どの様に見直しする予定か記入してください。

常
勤
役
員

常
勤
職
員

　２　　県の給与体系を準用

8

13

1

1

0

非
常
勤
役
員

  　２　  無

　１　　法人独自の給与体系 　　１　  有　　　（　　　　　年　　　　月予定）

　３　　その他　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） 　　３　　その他　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

2

0

0

3

5

0

当年度

0

1

2

前々年度 前年度 当年度

　理事長及び監事１名を常勤とするとともに、非
常勤監事１名は公認会計士を登用した。また、青
森県土地開発公社及び青森県住宅供給公社の
管理部門を統合し、事務局制を部制に戻した。

　各管理事務所に配置していた所長代理（５名）
に代えて、みちのく有料道路管理事務所に有料
道路管理員を２名を配置し、管理路線（４路線）
を定期的に巡回する体制とした。

　第二みちのく有料道路における料金徴収業務
の円滑化及び効率化を図るため、料金所に所長
及び事務長を配置した。また、管理部門では他
公社との統合により職員を横断的に活用するこ
ととし、２名減員とした。

非
常
勤
職
員 0

9

27
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（６）経営情報等の情報公開の状況（複数回答可　　いずれかに○をして下さい。）

　青森県情報公開条例第33条の規定により実施機関が定める法人

　公開状況 　公開内容 　公開方法

１　自ら積極的に公開している １　貸借対照表 １　事務所等に備え付け

２　情報開示請求等があれば公開している ２　損益計算書、収支計算書等（概要のみも可） ２　広報誌、新聞等、インターネット、公告

３　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ３　事業内容、計画等 ３　議会において説明等

４　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ４　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

規程等なし。 規程等なし。 規程等なし。

（８）職員研修の実施状況

受講人数

１名

１名

（９）人事交流の実施状況

へ　 名派遣

へ　 名派遣

へ　 名派遣

から 5 名受入

から 名受入

から 名受入

全国地方道路公社連絡協議会職員研修会
全国地方道路公社連絡
協議会
全国地方道路公社連絡
協議会

全国地方道路公社連絡協議会関東・東北ブロック職員研修会

平成１５年度

　　人事交流の実績 実施年度

研修の名称 実施機関名 最終実施年度

平成１５年度

３．内部監査で指摘された事項 なし なし なし

２．実施頻度 １ヶ月１回 １ヶ月１回 １ヶ月１回

１．内部監査規程の名称
税理士による月例経理チェック
を実施。

担当部署での相互チェック及び常
勤監事によるチェックを実施。

税理士による月例経理チェックを実施。

支出事務 契約事務 財産管理事務

青森県 平成１６年度

　　　定められている 定められていない

※　青森県情報公開条例第33条の規定により実施機関が定める法人に定められた法人は条例の主旨にのっとり、その保有する情報の開示及び提供を行うため
必要な措置を講ずるよう努める責務があります。また、公益法人は「公益法人の設立許可及び指導監督基準（平成８年９月２０日閣議決定）」に基づき業務及び財
務に関する資料を主たる事務所に備えて置き、原則として、一般閲覧に供することとなっています。

（７）内部監査（当該業務担当者以外の者による相互監査）の実施状況
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４　マネジメント評価　　　（　５段階評価　　　５：非常に良い　４：良い　３：普通　２：悪い　１：非常に悪い　）

（１）経営理念、基本目標、中・長期経営計画、提言への対応

公社等 所管課

自己評価 評価

① 4 4

② 4 4

③ 5 5

④ 5 5

⑤ 4 4

⑥ 4 4

⑦ 4 4

⑧ 5 4

A A

中長期経営計画に基づき、年度別、事業別に経営数値目標を作成しています。

外部経営環境（社会経済動向・同業他法人の経営活動）の変化に応じて中長期経営計画を見直し、修正するシステムがありま
す。

中長期経営計画の見直しを踏まえて、年度ごとの経営数値目標と実績を比較、分析して、その結果に応じて次年度の経営数
値目標や計画を見直すシステムがあります。

中長期経営計画の策定に際して、収支の相関関係をシミュレーションして設定しています。

評  　　価　　  項　　  目

経営者の経営理念・基本目標を単に訓示する等にとどまらず、日常の経営活動の中で周知徹底しています。

事業対象について調査、分析し、その結果を資料としてまとめ、それを経営活動に活かすシステムがあります。

中長期経営計画と県の政策との整合性について、県の所管部局と十分に協議しています。

（「公社が自立的な経営を実践するため、経営の裁量権の幅について現在より拡大する必要があるか。」について、コメントしてください。
　必要がある場合、「経営の裁量権の幅の拡大について、県の所管課に要求するなど、具体的に行動しているか。」について、コメントしてください。）

　土地開発公社・住宅供給公社との管理部門統合による経費削減や市中
金融機関等からの長期借入金を一部繰上償還するなどして支払利息の
節減に取り組み８期連続して単年度黒字を計上しており、今後においても
管理路線における安全性を確保することはもとより、有料道路の利用促
進を図るための利用者へのサービスの充実に努め、道路料金収入を確
保し繰越欠損金の早期解消に取り組んでいく。なお、経営の裁量という点
では、公社は県と連携を取りながら事業に取り組む必要があり、支障は生
じないと考えている。

　近年、単年度決算で黒字を確保しているが、すべての路線で実績交通量
が未だに計画交通量に達していない状況にあり、多額の累積債務を抱えて
いることから、料金収入等の増収及び運営経費の節減に一層努力する必
要がある。

公社等経営評価委員会等の第三者評価機関からの提言等について対応策を策定し、実施しています。

総合評価

公社等コメント 所管課コメント
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（２）事業内容等

公社等 所管課

自己評価 評価

① 4 4

② 4 4

③ 5 5

④ 4 4

⑤ 3 3

⑥ 5 5

⑦ 4 4

⑧ 3 3

A A

　有料道路制度の活用による早期の道路整備は、地域経済等へ大きく寄与
しており。事業内容は有益であり、各路線とも料金徴収期間満了時まで継続
すべきと考えている。

　経済状況の変化等に対応した更なる経営改善により、未償還額の削減に
努める必要がある。

　当公社は、有料道路４路線を建設し供用開始させ、道路の維持管理及び
料金徴収を行っている。膨大な道路整備需要に使用できる税金の額は限
られ、整備に長い時間を要するのに対し、道路整備特別措置法に定めら
れた有料道路制度を活用すると、公的資金及び民間資金を導入して早期
に幹線道路の整備が可能となり、当公社は同制度を利用した有料道路の
整備により、地域間物流の効率化や住民の交通利便性向上に大きく寄与
している。

　しかしながら、長期的な景気低迷に伴う経済活動の停滞や周辺地域にお
ける道路整備等により有料道路料金収入が伸び悩んでおり、公社を取り
巻く経営環境は厳しい状況にある。

　また、有料道路建設から相当期間が経過し、施設設備の老朽化に伴って
通行の安全性確保も課題となっている。このため、財務の改善に向けた継
続的努力と有料道路通行の安全性確保が重要課題となっている。

（　「当法人が行っている事業は、今後も全て継続すべきだと考えている
か。」については、必ずコメントしてください。　）

評  　　価　　  項　　  目

個別の事業の目標は、経営数値で具体化しています。

当該事業を遂行する上で必要な目標経営数値を設定するに際して、組織構成員が責任をもって参画しています。

個別の事業の目標経営数値と実績値を比較し、差異の原因分析をしています。

前項の原因分析に基づき対応策を策定し、それを実施しています。

総合評価

公社等コメント 所管課コメント

個別の事業内容は、外部経営環境の変化に応じて見直ししています。

民間や他の団体が担える事業を実施していない。

実施事業の広報活動について、積極的に取り組んでいます。

受託事業を再委託する際、主要部分は直営で実施するなどその内容は適切です。
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（３）組織体制等

公社等 所管課

自己評価 評価

① 5 5

② 5 5

③ 5 5

④ 5 5

⑤ 5 5

⑥ 4 4

⑦ 5 4

⑧ 5 4

⑨ 5 5

⑩ 5 5

⑪ 5 4

⑫ 3 3

⑬ 4 4

⑭ 4 4

⑮ 5 5

A A

経営情報等の情報公開を、県民に対し、積極的に行っています。

役員報酬は経営状況に鑑みて適切なものとなっています。

内部統制のあり方を定期的に見直ししています。

組織が硬直化しないように、組織（課・係の再編成やフラット化、事務分掌の変更等）の見直しを行っています。

同一職務への長期間の職員配置の見直しを行っています。

プロパー職員の役員・管理職登用を行っています。

職員給与は職員の業績と経営状況に鑑みて適切なものとなっています。

適正な人事評価制度を導入しています。

職員に対する自己啓発の支援、及び研修等の教育システムを持っています。

職員の経営への積極的な提案を具体的に取り上げています。

評  　　価　　  項　　  目

事業の必要性、公共性等の事業の意義及び設立目的と第三セクター活用の妥当性について、評価システム（外部、設立団
体、内部等）をもっています。

監事監査による具体的な指摘事項がなされたり、必要十分な時間により監査が実施されるなど、監事監査が実効性をもって実
施されています。

県派遣職員及び県職員ＯＢを必要最少限度にして、人事組織面において自主経営を確立しています。

理事会は形骸化せずに、経営上の重要な事項（経営組織の変更、一定金額以上の借入金、投資、職員の給与等）について意
思決定をするなど、有効に機能しています。

目標経営数値を達成するため、業務遂行上の権限・責任が組織構成員に対して明確です。

総合評価

公社等コメント 所管課コメント

　役員の常勤化及び民間企業経験者の登用を図るとともに、青森県土地
開発公社及び青森県住宅供給公社の管理部門を統合し、業務執行体制
の強化を図っている。また、県が法に基づいて設立した法人の職員である
自覚と責任を認識して日常業務に取り組むとともに、組織全体として職員
倫理と服務規律の維持向上に努めている。

　青森県土地開発公社、青森県住宅供給公社との管理部門の統合により、
効率的運営による経費節減が図られている。

　最小限の人員による適切な運営に努めるとともに、組織が硬直化しないよ
う、常に分掌事務の見直しや組織の再編成をすすめること。
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（４）事業遂行の効率性・有効性

公社等 所管課

自己評価 評価

① 5 5

② 5 5

③ 5 5

④ 4 4

⑤ 5 5

⑥ 5 5

⑦ 4 4

⑧ 5 5

⑨ 5 5

⑩ 5 5

⑪ 4 4

⑫ 5 5

⑬ 5 5

⑭ 3 3

⑮ 3 3

A A

　料金徴収業務委託の競争性の確保に努め、引き続き経費削減を図る必要
がある。

　金融機関等に対する金利交渉に努め、引き続き支払利息の負担軽減を図
ること。

管理費削減のために支出項目の分析を行っています。

管理費削減のために具体的な改善を行っています。

業務委託や一定金額以上の物品購入コストの低減のために、入札方式や契約方法を工夫しています。

資金運用、投資先を定期的に見直ししています。

効率的かつ有効な業務遂行のために外部委託を行っています。

外部委託業者の選定基準・プロセスが公開され、明確です。

取引相手先が固定化していない。

　経費節減のため、高金利借入金の繰上償還を行い、経費に占める割合
の大きい支払利息の軽減を図っている。
　また、料金徴収業務委託に係る入札参加資格条件や入札実施時期・周
知方法を大幅に見直し、競争性を高めた結果経費の節減に成功した。
　金融機関に対する金利交渉は、今後も引き続き行っていく。

評  　　価　　  項　　  目

事業遂行の効率性向上のため、事務処理の問題点の把握や原因分析を積極的に行っています。

把握された事務処理の問題点に対する改善を行っています。

事業毎の収支管理を行っています。

金融機関等に対する金利交渉等を行っています。

実践した施策遂行の結果を評価しています。

前項の評価を開示しています。

総合評価

　借入金に係る支払利息の負担軽減が図られている。

公社等コメント 所管課コメント

保有資産の含み損はない。

回収困難な債権が増加していない。
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Ⅳ　財　務

１　財務の状況

（単位：千円未満四捨五入）

前前々年度 前々年度 前年度

1,057,123 1,076,899 863,597

1,057,123 1,076,899 863,597

133,389 114,788 109,220

133,389 114,788 109,220

10,594 9,656 9,220

10,594 9,656 9,220

4,384 2,296 3,438

4,384 2,296 3,438

229,753 226,432 218,861

229,753 226,432 218,861

0 0 0

26,355 25,935 0

26,355 25,935 0

　　　　 500,339 430,620 347,616

500,130 428,098 347,486

209 2,522 130

498,270 548,246 765,675

2,416,504 2,386,946 2,313,041

2,410,589 2,377,444 2,297,947

799 799 799

5,116 8,704 14,296

26,355 25,935 0

26,355 25,935 0

17,348 6,192 4,586

943 870 679

319 133 4

12,201 0 0

3,885 5,189 3,904

0 15,799 0

0 15,799 0

　　人件費補助金収入

　　雑益

特別利益

　　退職手当引当金戻入

　　受託業務収入

業務外収入

　　団体共済負担金収入

　　利息収入

　　道路料金収入

　　附帯事業収入

　　業務雑収入

受託業務収入

　　雑損

当期利益

業務収入

受託業務費

　　受託業務費

業務外費用

　　支払利息

　　退職手当引当金繰入額

特別法上の引当金繰入額

　　道路事業損失補てん引当金繰入額

　　償還準備金繰入額

（１）経営成績の概要（損益計算書）

　　　　科　　目

管理業務費

　　道路管理業務費

引当金繰入額

一般管理費

　　一般管理費

諸減価償却費

　　有形固定資産減価償却費
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注１　減価償却方法

（例：定額法による税法基準の償却率）

前前々年度 前々年度 前年度

注２　退職給与引当金の引当方法

退職金期末要支給額 前前々年度 前々年度 前年度

注３　その他の引当金の種類と引当方法

引当金の名称

引当金の名称

引当金の名称

個々の道路の料金収入額（消費税抜き）に10%を乗じて得た
額を計上している。

道路の総収入が総費用を越えた場合に、建設事業費（出
資金を含む）÷料金徴収期間の総日数×経過日数で得た
金額を計上することとしているが、現時点で総収益が総費
用を上回る状況にないので計上していない。

引当方法

引当方法

定額法による税法基準の償却率

道路事業損失補てん引当金

償還準備金

引当方法

0 0

（引当していない場合は、支給対象社員の自己都合退職の期末要支給額を計算し、前期末残高との差額を損益計算に加味し、当期末残高を貸借
対照表の固定負債及び当期未処分利益に加味する。）

償却過不足額

償却不足額の当該年度分は損益計算に加味する。また、償却過不足額の累計を貸借
対照表固定資産及び当期未処分利益に加味する。 0

退職給与引当金の算出方法、決算書上の負債としての計上の状況、特定資金の留保の状況について記載してください。

自己都合退職による期末要支給額の全額を計上している。

60,18085,805 57,022
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（単位：千円未満四捨五入）

前前々年度 前々年度 前年度

182,379 90,231 239,591

22,333 5,917 6,041

155,695 74,188 225,835

4,351 10,127 7,716

39,906,573 39,894,695 39,885,240

39,680,225 39,680,225 39,680,225

224,362 212,485 203,030

1,986 1,985 1,985

40,088,952 39,984,926 40,124,831

113,983 5,334,452 5,398,619

112,805 140,790 127,879

0 5,192,854 5,270,411

1,178 808 329

　　　　 27,869,014 21,769,842 20,861,044

27,783,209 21,712,820 20,800,863

85,805 57,022 60,180

3,575,703 3,802,134 4,020,996

3,575,703 3,802,134 4,020,996

0 0 0

10,098,000 10,098,000 10,098,000

10,098,000 10,098,000 10,098,000

▲ 1,567,748 ▲ 1,019,502 ▲ 253,827

▲ 2,066,018 ▲ 1,567,748 ▲ 1,019,502

498,270 548,246 765,675

40,088,952 39,984,926 40,124,832

　　繰越欠損金

　　当期利益

負債及び資本合計

　　償還準備金

基本金

　　出資金

繰越欠損金

　　長期借入金

　　退職手当引当金

特別法上の引当金等

　　道路事業損失補てん引当金

　　未払金

　　短期借入金

　　預り金

固定負債

　　有形固定資産

　　無形固定資産

資産合計

流動負債

負債及び資本の部

　　預金

　　未収金

固定資産

　　事業資産

（２）財政状態の概要（貸借対照表）

　　　　科　　目

流動資産

　　現金

資産の部
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（３）補助金等の受入状況

対全体収入比 対全体収入比 対全体収入比

（％） （％） （％）

0.0% 0.0% 0.0%

0.5% 0.0% 0.0%

0.0% 0.0% 0.0%

0.5% 0.0% 0.0%

0.0%

0.0%

92,145 4.0%

0.0%

92,145 4.0%

11 0.0%

60 0.0%

0.0%

71 0.0%

0.0% 0.0% 0.0%

1.1% 25,935 1.1% 0.0%

0.0% 0.0% 0.0%

1.1% 25,935 1.1% 0.0%

0.0%

4,540,000 195.9%

0.0%

4,540,000 195.9%

0.0% 0.0% 0.0%

0.0% 870 0.0% 679 0.0%

0.0% 0.0% 0.0%

0.0% 870 0.0% 679 0.0%

26,805 4,632,895

その他

県

国

県 943

その他

　※１～※７の具体的内容

※１　県退職役職員に対する人件費補助
※３　市中銀行借入金繰上償還の財源として県からの無利子借入金による
※４　有料道路建設及び情報板設置による土地使用料
※５　県からの設計・積算業務委託
※６　有料道路建設費借入に係る債務保証及び運営資金借入に係る損失補償
※７　県からのプロパー職員に対する団体共済負担金の補助

小計

合　　　　　　計 39,499

小計 943

債務保証・損失補償

※６

そ　の　他

※７

受託料収入

※５

国

県 26,355

その他

小計 26,355

補助金収入

※１

※２　うち、自主事業
に係る補助金収入

（単位：千円未満四捨五入）

前前々年度 前々年度 前年度

12,201

12,201

その他

国

県

区　　　　　分
交　付　者

国・地方公共団体

小計

国

県

その他

国

無利子借入金による
利息軽減額の長期
プライムレートによる
試算額

※３

土地・施設等使用料
に係る減免額

※４

小計

国

小計

県

その他
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２　財務分析

（１）補正損益計算書

前前々年度 前々年度 前年度

計算式

当期純損益 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ａ 498,270 548,246 765,675
※１　補助金等収入　　　　　　 ｂ 12,201 0
※２　自主事業補助金収入　　ｃ 0
※３　利息軽減額の試算額　　ｄ 92,145
※４　使用料減免額　　　　　　 ｅ 71

当期補正後損益
　　　　　　　　　 ｆ＝ａ－ｃ－ｄ－ｅ
　　　　　　又は ｆ＝ａ－b 486,069 548,246 673,459

（２）財務分析比率表

算　　　式 類似他社 前前々年度 前々年度 前年度
傾　　向

（前年度/前々年度）

収　益　性

当　　　　社 1.2 1.3 1.9
　

当　　　　社 20.3 22.5 33.0
　　　 　

当　　　　社 6.14 6.09 5.78
　

安　全　性

当　　　　社 160.0 1.7 4.4
　

当　　　　社 21.3 22.7 24.5
　

当　　　　社 69.3 67.2 65.0
　

生　産　性

当　　　　社 4.6 5.0 3.5
　

当　　　　社 91,118,797 115,946,289 131,161,687

　

上　昇　数 6
横ばい数 1
下　降　数 1

評　価 ＋＋

↑

↓

↑

↑

→

↑

↑売上高経常利益率

借入金依存度

　経常利益　／　売上高

経営資本回転率
（単位：回小数点２桁）

（単位：％小数点１桁）

経営資本経常利益率 　経常利益　／　資産合計 ↑

補正損益計算書

売上高人件費比率

比率の名称

　売上高　／　資産合計

（単位：千円未満四捨五入）

１人当たり年間売上
高

　売上高　／　社員数

　流動資産　／　流動負債

　自己資本　／　資産合計

　借入金　／　資産合計

　人件費　／　売上高

流動比率

自己資本比率

優遇措置補正額
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３　財務評価

（１）評価のフローチャート（下記の該当するYes、No及びＡ～Ｄを丸で囲むこと）

＜損益計算書からみて＞

＜貸借対照表からみて＞
　　　　　　　　法人名：

前年度決算に
おいて、当期補
正後損益 f が
黒字か

減価償却前
黒字か

累積欠損金が
あるか

事業計画通りの

償却前赤字か

概ね所定期間
内に単年度黒
字可能か

対自己資本比率
50％未満

事業計画通り

の累積欠損か

対自己資本比率
50％～100％

自己資本以上
（債務超過）

Ｃ

Ａ：良好
Ｂ：概ね良好
Ｃ：改善を要する
Ｄ：大いに改善を要する

※事業計画どおりの
　赤字か否かにより
　経営努力に差

Yes

 No

概ね所定期間
内に単年度黒
字可能か

事業計画通り

の累積欠損か

事業計画通り

の累積欠損か

概ね所定期間
内に単年度黒
字可能か

概ね所定期間
内に単年度黒
字可能か

概ね所定期間
内に単年度黒
字可能か

Ｂ

Ｂ

Ｃ

Ｂ

Ｃ

Ｃ

Ｄ

Ｂ

Ｃ

Ｄ

※所定期間内に単年
　度黒字が可能か否
　かにより経営努力
　に差

Ｂ

D

 No  No Yes

 No

 No

Yes

Yes
Yes

 No Yes

 No

Yes

 No

Yes

 No

 No

 No

 No

Yes

YesYes

Yes

Ａ

 累積欠損
  　　対
 自己資本

※当期補正後損益：前年度純損益から優遇措置（自主事業に係る
　補助金収入、無利子借入金による利息軽減額の長期プライムレ
　ートによる試算額、土地・施設等に係る使用料減免額）を差し引
　いた実質的な損益で、本県独自の指標（ｐ１９）
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（２）財務評価に関するコメント

公社等の業種や性格、公共性、また設備投資の多寡、経営の責めに帰すべき理由など、特記事項がある場合には、その内容（県の
施策等と実施事業の関連性、類似事業を行う法人等の状況等の考慮）を具体的に記入する。

　当公社は、単年度収支で８期連続の黒字決算となっているため、借入金も
最近９年間で５７億円減少させている。しかしながら、道路料金収入は全路
線で計画を下回り、道路建設時の負担が大きいため、多額の借入金が残っ
ている状況にある。今後、所定の料金徴収期間の終了（有料道路無料開放）
に向けて、借入金の削減を図るべく可能な努力を継続していく。

公社等コメント 所管課コメント

　単年度収支で黒字を計上しているが、一部路線を除き料金収入が前年を
下回っている状況が続いており、多額の未償還金が残っている状況にあるこ
とから、更なる経営努力が必要である。

　なお、短期的目標として、繰越欠損金の早期解消に努める必要がある。
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